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的確な犯罪情勢分析に係る留意事項について（通達）

この度、「効果的な犯罪防止に向けた取組の推進について（通達）」（令和６年４

月８日付け熊生企第３１０号）により、的確な犯罪情勢分析の実施を指示したとこ

ろであるが、その留意点については、下記のとおりであるので、これにより的確に

犯罪情勢を分析するとともに、その分析結果に基づいた効果的な犯罪防止に向けた

取組を推進されたい。

記

１ 犯罪情勢分析の必要性

犯罪情勢の分析は、犯人の検挙のために行われるだけでなく、犯罪防止に向け

た各種取組を推進する上で、その取組の方向性、合理性、効果等の検討及び実施

後の検証を行うためにも不可欠なものである。

各警察署においては、それぞれの地域における犯罪情勢を具体的に把握した上

で、被害者、被疑者、犯罪発生場所・時間等に着目し、犯罪の発生状況とその背

景要因とを複合的にあらゆる角度から分析して、最も効果的な取組を推進するこ

と。

２ 取組を推進する上での具体的手順

効果的な犯罪防止に向けた取組は、まず管内の犯罪情勢において何が問題となって

いるのかを洗い出した上で、それを生じさせている原因を分析し、その原因を取

り除くために対策を講じ、その効果を検証する一連の手順により推進していくこ

とが重要である。

(1) 的確な犯罪情勢の分析

ア 警察共通基盤システムによる犯罪統計業務等により抽出した犯罪統計資料

等を分析し、交番・駐在所の管轄区域、その他特定の地域ごとの犯罪の発生

状況に関する地域的特色、長期的・短期的傾向、被害状況等をきめ細かく把

握した上で、対策を講ずべき地域、犯罪類型、被害対象等を見極めること。

イ 犯罪情勢分析に当たっては、犯罪統計資料等から得られる情報のみならず、

犯罪の手口、犯行場所の特性、被害者の家族構成等の様々な要素にも着目す

るほか、地理情報システム（GIS:Geographic Information System)等も活用

し、対策を講ずべき犯罪の特徴を明らかにすること。

また、テレワークや非対面受取サービス等の拡大、経済状況・雇用状況の

変化等の社会情勢の変容が治安に与える影響に留意し、その実態把握に努め

ること。

ウ 警察安全相談、１１０番通報、警察署協議会、治安に関するアンケート等



を通じて得られる情報も参考として、分析結果との関連性や整合性を検証し、

必要に応じて分析結果に修正を加えること。

(2) 課題に応じた取組の推進

これまでの慣例のみによることなく、犯罪情勢分析により明らかとなった課

題について、最も効果的かつ効率的な取組は何かを総合的に検討し、課題の解

決に資する取組を推進すること。

また、警察だけの取組には限界があり、地域住民等と協働した取組、自治体

や事業者に対する働き掛け等により大きな防犯効果が期待できる取組も多いこ

とから、地域住民等との協力関係を構築し、当該地域の課題を共有するための

情報提供を積極的に行うこと。

(3) 取組の効果検証

実施した取組の効果を検証することは、今後の取組で改善が必要な点を検討

する上で非常に重要である。

取組の内容によっては、効果検証にそぐわない性質のものや複数の取組が相

まって効果が見込まれるものがあり、全ての取組について確実に効果検証を行

うことは事実上困難ではあるものの、その実施前と実施後の犯罪情勢の対比を

基本として、対策を講じた対象と講じなかった対象の比較を行うなど、可能な

限り適切な効果検証を行うこと。

３ 留意事項

(1) 犯罪情勢分析に必要な体制等の整備

ア 組織的な教養の推進

各警察署においては、犯罪情勢分析を担当する職員に対して、警察共通基

盤システムによる犯罪統計業務等の実施要領、犯罪統計資料等の分析要領等

を習得させること。

警察本部生活安全企画課においては、各警察署において行う分析の手順、

結果等を適宜把握し必要な指導に努めるほか、管轄区域内全体としての分析、

隣接地域の犯罪情勢の把握等により、広範な視点による分析に努めること。

イ 関係部門との連携

犯罪情勢分析の基本となるデータは、犯罪統計資料等であることから、必

要なデータが必要な時に入手できるよう犯罪統計担当部門と連携すること。

ウ 効果的な分析方法の検討

各警察署の実情に応じて、犯罪情勢分析に資する他のシステムの有効活用

など、効率的な分析方法を検討すること。

(2) 分析結果の共有

犯罪情報の分析結果については、有効に活用できるよう資料化し、警察本部

と各警察署との共有はもとより、各部門間や隣接する県警察との情報共有に努

め、相互に連携を図ること。

(3) 学術的な知見の活用



犯罪情勢の分析及び取組の効果検証に際し、必要に応じて、部外の研究機関

等の学術的な知見等を参考として効果的な取組を検討するよう努めること。


